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要要要要                旨旨旨旨    

    

    

1.研究背景 

日本、中国、韓国、東南アジア諸国連合（ASEAN：Association of South East Asian Nations）

を含めた東アジア地域では、実体経済の統合が進んでいる。2005 年に東アジア地域の域内

貿易比率は 55.8%に達し、欧州連合 (EU：European Union)25 の 62.1%より低いが北米自由

貿易協定（NAFTA：North American Free Trade Agreement）の 43.0%を大幅に上回った1。 

その中で、東アジアの自動車産業は近年急成長を遂げ、すでに世界最大の自動車生産地

となり、北米と欧州に並ぶ 3大自動車市場にも浮上している。2009 年において中国は 1379

万台の自動車を生産し、日本は 793 万台、韓国は 351 万台、タイは 97万台、マレーシアは

49万台、インドネシアは 48万台を記録して東アジア諸国の自動車生産台数は 2747 万台を

超えている2。東アジアの自動車生産規模は北米の 876 万台、欧州の 1700 万台の生産規模

を遥かに上回り、世界自動車生産台数（6099 万台）の 45％を占めるまで成長した。 

中でも特に中国と ASEAN 諸国の成長が目覚しい。中国における日系自動車企業の現地生

産は欧米企業に遅れたものの、1990 年末以降より加速段階に入り、トヨタ、ホンダ、日産、

マツダ、スズキなど 11社が現地進出を展開し、中国の乗用車市場で高い市場シェアを獲得

している。また、完成車企業の大規模な進出は自動車部品サプライヤーの現地生産を促進

し、中国に進出した日系自動車部品企業数はすでに米国を抜き、中国は世界最大の進出先

になった。一方、ASEAN では日本自動車企業が 1960 年代から進出し、ASEAN 主要国で高い

市場シェアを持ち、事実上自動車産業の担い手の役割を果たしている。また、ASEAN 諸国

の自動車産業が分断化されたかつての問題を部品相互補完(BBC：Brand to Brand 

Complementation) スキーム、ASEAN 産業協力（AICO：ASEAN Industrial Cooperation）ス

キーム、ASEAN 自由貿易地域（AFTA：ASEAN Free Trade Area）などの制度構築で解消し、

域内の相互供給補完体制が形成されている。 

日本自動車企業は海外生産の中心を欧米から東アジアに移転し、東アジア域内で完成車

の生産拠点、サプライヤーの生産拠点を設立することで域内の自動車生産ネットワークを

構築している。この生産ネットワークには日本型サプライヤー・システムの現地移転も付

随し、国境を越えて東アジア域内での企業内貿易と企業間貿易の増加を誘発し、域内の自

動車部品貿易を強力に牽引して東アジア自動車産業の域内統合を促進している。 

他方、中国自動車企業の海外展開も動き始め、東アジア自動車産業の域内統合に新たな

要素が加わっている。奇瑞汽車3、吉利汽車などの自主ブランド企業は完成車輸出と CKD（完

全組立生産：Complete Knock Down）生産拠点の設置に力を注いでおり、ASEAN への進出戦

略を強化している。 

東アジア自動車産業における域内統合が進展している一方、本地域では 1990 年代末頃よ

                                                             

1 経済産業省『通商白書』2009 年、98 ページ。 

2 中国汽車工業協会の集計データに基づき計算。 

3 汽車は中国語で自動車との意味である。本論文では企業名と団体名に触れる場合、中国現地

の表示通りに汽車の単語をそのまま表記する。 
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り自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement4）の締結も活発化している。制度構築によ

る実体経済への効果が大きく5、今後東アジア FTAの実現が期待されている。東アジア諸国

の経済関係は日々緊密化し、このような実体経済の統合が制度構築を促し、域内における

複数の FTA を集約した制度構築への需要を高めている。 

  

2.研究目的と研究方法 

東アジアの域内統合に関するこれまでの研究では貿易データの分析を主要手法とする検

証が行われたものの、域内の統合状況と深層の形成メカニズムへの解明には十分とは言え

ず、研究課題として残されている。そのため本論文では、企業レベルでの調査研究に重点

を置いて自動車産業の域内統合が形成される内部メカニズムの検証を試みる。特に、中国

の自動車産業における日本自動車企業の生産ネットワークの構築状況と、それによる自動

車産業の域内統合が深化する原因の究明を目指す。 

そこで、本研究は主に以下の視点から検証を行う。第 1に、中国の自動車産業の急拡大

により世界自動車産業の中心は東アジアにシフトしているが、競争が激化している中国市

場で日系自動車企業は完成車拠点の生産ネットワーク化をどのように推進したかを考察す

る。第 2に、日系完成車企業の現地生産とともに 1次サプライヤーも積極的に共同進出し、

日本型サプライヤー・システムの移転が進み、進出先でもサプライヤー･システムが構築さ

れている。そこで、中国における生産ネットワークと集積はどのように進められているの

かを日系 1次サプライヤーレベルで検証する。第 3に、多くの 2次以下のサプライヤーは

企業規模と資金力などの問題で簡単に中国進出できず、日本国内から供給しているが、そ

の中でも一部 2次サプライヤーは中国で現地生産を展開している。そこで、中国に進出し

ている日系 2次サプライヤーはどのような状況にあるか、経営資源面において制限が多い

2 次サプライヤーは日本と中国における生産拠点をどのように統合しているのかを検証す

る。第 4に、中国自動車企業の海外進出戦略の中で ASEAN 地域はすでに重要な進出先にな

り、中国自動車企業は今後東アジア自動車産業の域内統合問題に新たな分析視点を提供し

ている。自主ブランド企業を中心とする中国自動車企業はどのように海外展開を進め、問

題点は何かについて分析する。第 5に、東アジア自動車産業の域内統合が進展している中、

現在までの FTA を含めた制度構築は東アジアにおける自動車産業の事実上の統合を反映し

ているのか否かについて検証し、またこの制度構築がどのような効果を見せ、自動車企業

の進出戦略と現地生産にどのような影響を及ぼしているのかを考察する。 

                                                             

4 本稿では区別する必要がある場合以外は、自由貿易協定、経済連携協定（EPA: Economic 

Partnership Agreement）等を総称して FTA とする。FTA は自由貿易地域（Free Trade Area）

の略語でもある。なお、GATT 第 24 条第 8項（ｂ）では、「自由貿易地域を関税その他の制限

的通商規則がその構成地域の原産の産品の構成地域間における実質上のすべての貿易につい

て廃止されている二以上の関税地域の集団をいう」と規定している。また、日本外務省の定

義によると FTA は物品の関税及びその他の制限的通商規則やサービス貿易の障壁等の撤廃を

内容とする GATT 第 24 条及び GATS 第 5 条にて定義される協定である。 

5 経済効果の CGE 分析結果は堤雅彦・清田耕造「日本を巡る自由貿易協定の効果：CGE モデル

による分析」『JCER DISCUSSION PAPER』No.74、日本経済研究センター、2002 年 2月と趙晋平

「邁向制度性経済合作―日本 FTA 戦略若干評価及多方案比較選択」『国際貿易』第 8期、2003

年を参照されたい。 
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以上の点に注目し、本論文では現地調査、文献研究、歴史考察などの研究方法を用いて

実証研究を行う。特に、自動車企業に対する現地調査を重視し、2007 年 7月から 2010 年 4

月までの数年にわたった現地担当者への聞き取り調査を通じて 1次資料を収集した。日本

を代表するトヨタ、日産、ホンダの日本国内担当者と中国現地担当者を訪問し、また中国

のビックスリーである第一汽車（2回）、東風汽車（旧第二汽車）を現地調査した。他にも、

自動車部品企業、自動車貿易企業、自動車協会、政府関係者などを対象に様々な自動車関

連の現地調査を重ねてきた。さらに、企業の内部資料と文献の分析に日本語、中国語、韓

国語、英語による研究を加え、歴史考察においても各国のオリジナル資料から分析を進め

る。 

 

3.論文の構成 

本論文は序章と終章を除いて本論部分では 7章で構成され、それぞれ産業、企業、政策

の 3 面で研究テーマを検証する。本論の第 1 章は理論的研究、第 2 章は産業レベル、第 3

章、第 4章、第 5章、第 6章は企業レベル、第 7章は政策面の制度構築について考察する。

企業レベルの検証では、第 3 章で完成車の視点、第 4 章で 1 次サプライヤーの視点、第 5

章で 2次サプライヤーの視点から分析し、ピラミッド型の重層的なネットワークになって

いる日本自動車企業の中国における構築状況を明らかにする。 

第 1章では、東アジア自動車産業の域内統合問題を分析する上で有効な理論をサーベイ

する。東アジア自動車産業の域内統合を理解するには、事実上の統合と制度上の統合とい

う 2つの側面からのアプローチが必要である。そこで自動車企業の域内における複数の拠

点で生産を進める状況を分析するため、第 1節では二次元のフラグメンテーション理論と

グローバル生産ネットワーク（GPN：Global Production Network）理論を取り上げる。ま

た、東アジア自動車産業の域内統合を検証するには域内統合を牽引している日本自動車企

業に対する検証が重点になるため、第 2節では日本型サプライヤー･システムとその海外移

転について検討する。さらに、制度構築の分析は第 3節の経済統合理論へ考察が欠かせな

い。ヴァイナーの関税同盟理論とバラッサと経済統合 5段階説、さらにバグワティとクル

ーグマンの研究を検討し、FTA と WTO の整合性問題と原産地規則の問題を議論する。 

第 2章では、中国の自動車産業に焦点を当て、日本自動車企業の主要進出先になった中

国自動車産業の急成長と構造転換を考察する。まず第 1節では、中国における「三大三小

二微」政策の実施から終焉までのプロセスを概観し、現在複雑な構造になっている中国自

動車産業の状況を歴史的推移から検証する。その上第 2節では、急成長している中国自動

車産業の状況と急成長が実現できた諸要因を分析し、近年の業界再編の動向を見る。また

第 3節では、このような活気溢れる中国自動車産業の中で、積極的に現地生産を推進し、

重要な役割を果たしている外資系自動車企業の状況を分析する。現在、中国では中国大手

自動車企業、自主ブランド企業、日欧米韓企業が集結し、合弁、技術提携などの方法で複

雑な企業間の合弁関係を形成している一方、激しい競争も広げられ、協力と競争が錯綜す

る市場になっている。 

第 3章では、日系自動車企業の中国進出と現地生産ネットワークの構築状況を完成車の

視点から検証する。第 1節では、日本自動車企業の海外進出の歴史を辿りながら、日本自
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動車企業の海外進出戦略が輸出型から現地生産型へ転換したことを指摘する。第 2節では

海外現地生産の重心がアジアに回帰し、とりわけ中国に移転している経緯を考察する。第

3 節では、事例として日産の中国進出を挙げ、日産の中国現地法人と日本本社の担当者を

対象に行った聞き取り調査を基に日本自動車企業の海外進出戦略転換を検証し、グローバ

ル生産体制の中国への傾斜を分析する。 

第 4章では、完成車の現地生産を支える 1次サプライヤーの中国における生産ネットワ

ークの構築状況を検証する。分析対象にしたのはトヨタの部品サプライヤー団体である協

豊会のメンバー企業である。トヨタ本社担当者へのインタービュー調査と、トヨタの中国

現地パートナーである第一汽車の部品部門責任者へのインタービュー調査、また協豊会メ

ンバー企業 215 社を対象にしたデータ分析を中心に検証を行う。第 1節では、トヨタの戦

後における海外進出を米国、欧州、ASEAN での状況から検討し、トヨタの海外現地におけ

る生産ネットワークの 3つのパターンを提示する。第 2節では、トヨタの中国における生

産状況を 2 つの中国現地パートナーと 3 つの合弁会社、4 つの生産拠点の分析から完成車

の生産ネットワーク状況を概観する。第 3節では、トヨタの中国生産を支えている 1次サ

プライヤーの進出状況を主にグループ企業、グループ外の協豊会メンバー企業の分析から、

フラグメンテーションとアグロメレーションの両面でトヨタの中国における生産ネットワ

ークのパターンを解明する。 

第 5章では、在中日系自動車部品企業の 1次サプライヤーに部品を供給する 2次サプラ

イヤーについて検証を試みる。第 1節では、日本自動車部品企業の中国進出状況を概観し、

中国は日本完成車企業の最大の進出先だけではなく、部品企業にとってもすでに米国進出

社数を超え、日本自動車部品企業の最大の現地生産地になっている現状を示す。第 2節で

は、ホンダの 2次サプライヤーである A社を現地調査によって分析する。日系 2次サプラ

イヤーの中国生産状況を生産機能、販売機能、調達機能、研究開発機能の機能別移転の視

点で検証し、日本と中国で構築してきた生産ネットワークの解明を試みる。最後に第 3節

では事例研究に対する検証結果を提示する。 

第 6章では、中国自動車企業の海外進出、特に中国自主ブランド企業の海外進出を検証

する。これまで、東アジア自動車産業の域内統合は日本自動車企業主導型であるが、2000

年以降に入り中国自動車産業の急成長を背景に、中国の自主ブランド企業の海外進出が活

発になっている。第 1節では、初期段階にある中国自動車企業の「走出去」戦略を分析し、

海外進出における大手企業と自主ブランド企業の分化現象の存在を示す。第 2節では、自

主ブランド企業である奇瑞汽車、吉利汽車の海外進出状況を事例として分析し、自主ブラ

ンド企業の海外進出は中国市場で大手自動車企業との競争を避けて活路を探るためのもの

で、「攻め」の海外進出ではなく「守り」の海外進出であることを明らかにする。また、第

3 節では事例分析を基に自主ブランド企業の海外進出戦略を検証し、現段階の問題点を提

出する。 

第 7章では、東アジア自動車産業の域内統合問題を制度構築の視点で考察する。自動車

企業主導型の域内統合と異なり、東アジアの制度構築は FTA の乱立且つ協定内容の複雑化

になっており、また各国・地域の戦略においても大きな差異が生じている。このような現

状を示すため第 1 節では、現在東アジアで推進されている制度構築状況を ASEAN、日本、

中国のFTA戦略と締結状況から概観する。第2節ではすでに発効されているAICOと AFTA、
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ACFTA（ASEAN・中国自由貿易地域：ASEAN-China Free Trade Area）の事例から自動車企業

への影響を分析し、制度構築の東アジア自動車産業と自動車企業の域内展開への政策含意

を示す。第 3節では、東アジア自動車産業の域内統合が進む本地域で、東アジア地域の複

数のFTAを集約した東アジアFTAを実現する道筋を展望し、自動車産業への影響を考える。 

最後に終章では、分析視点への検証と東アジア地域の生産ネットワークと制度構築の含

意を提示し、今後においての研究課題を残す。 

 

4.本論文の結論 

⑴東アジアにおける重層的な生産ネットワークの形成 

日本自動車企業の海外進出戦略は輸出型から現地生産型に転換し、海外現地生産の主戦

場も米国と欧州から東アジア諸国、とりわけ中国と ASEAN に移転している。日本自動車企

業の東アジア地域における現地生産はかつて米国と欧州で推進されてきたそれとは大部異

なる様子を見せている。日本完成車企業は米国で、高度なレベルにある米国現地の自動車

部品産業の供給能力を活用し、米国現地サプライヤーと現地進出した日系サプライヤーか

ら共に調達する混用型の生産ネットワークを構築した。また、米国進出後に展開されてき

た欧州での現地生産では、EU諸国に散在している現地サプライヤーを選別して部品を各地

から調達する現地型生産ネットワークの形成を進めてきた。 

一方、東アジア地域では日系サプライヤーによる日本型の生産ネットワークが推進され

ている。東アジア地域では日本自動車企業主導型の重層的な生産ネットワーク、即ち完成

車企業、1次サプライヤー、2次以下のサプライヤーの生産拠点が日本、中国、ASEAN 諸国

で国境と企業の境界を超えた二次元で日本型の生産ネットワークが形成されている。中国

においてもすべての主要日本自動車企業が出揃い、中国全土に多数の完成車拠点を建設す

ることで生産ネットワークを構築している。その他、多くの日系サプライヤーも中国現地

進出を行い、中国はすでに日系サプライヤーの最大の海外生産国になっている。中国での

現地生産は完成車企業と 1次サプライヤーに止まらず、一部 2次サプライヤーも積極的な

現地進出を進めて現地日系自動車企業への部品供給を行い、その生産ネットワークは次第

に重層的な構造になっている。 

一方、東アジアでは機能別移転と不完全移転の現象も並存している。現在、東アジア域

内では生産機能の棲み分け、販売機能の現地移転、開発機能と調達機能の日本依存という

パターンが形成されている。多くの 2次以下のサプライヤーは企業規模と経営資源面の制

限で中国と ASEAN への進出ができず、完成車企業と 1次サプライヤー、一部 2次サプライ

ヤーは現地進出しているが、多くの 2次と 3次以下のサプライヤーは日本国内から中国と

ASEAN の生産拠点に部材を供給する構造、つまり日本型サプライヤー･システムの不完全移

転という現象も現れている。 

現実には 2 万社以上と言われる日本国内の 2 次以下のサプライヤーがすべて中国と

ASEAN に進出することは不可能にであり、現状のように日本国内から中国と ASEAN に立地

している日系自動車企業に部材を供給する構造は今後も続くと考えられる。また、このよ

うな国境を跨る部品供給構造は日本からの一方的な輸出ばかりではなく、中国と ASEAN に

おける日系 1次サプライヤーと 2次サプライヤーから日本国内の完成車企業に部品を供給
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する輸入の側面も伴っている。東アジア自動車産業におけるこのような相互依存関係の深

化は、域内生産ネットワークの構築と事実上の域内統合を促進している。 

 

⑵フラグメンテーションと生産ネットワーク 

東アジア自動車産業の生産ネットワークは、域内においてフラグメンテーション（分散

立地）とアグロメレーション（集積立地）による国境と企業の境界を超えた生産拠点の分

散と集中が進み、また各自動車生産国に立地するこれらの生産拠点間で行われる企業内貿

易と企業間貿易により構成された相互供給補完関係を持つネットワークである。東アジア

地域の自動車産業は二次元フラグメンテーションモデルで提示された国境の次元（距離）

と企業の境界の次元で、生産拠点のネットワーク化が大きく進められている。日本の完成

車企業は国境を超えて日本国内と東アジア諸国で完成車生産拠点と基幹部品の生産拠点を

設置し、また企業の境界を超えて外部調達の範囲を日本国内のみならず、東アジア諸国に

おける進出先でも同じ日系サプライヤーから部品を調達している。日本自動車企業による

東アジア諸国での生産はサプライヤーの大規模な進出が同伴し、ASEAN 諸国と中国など東

アジア地域でフラグメンテーションの形成が加速し、域内の相互供給が促進されている。

一方、フラグメンテーションとともにアグロメレーションも進められている。協豊会メン

バー企業の中国進出に対する分析で明らかになったように、数多い協豊会メンバー企業の

生産拠点はトヨタの中国生産拠点に集中立地しながら、南北の二大生産拠点に分散立地し

ている。協豊会メンバー企業の中国生産拠点はトヨタの完成車拠点より周辺 200km 内への

集積が多く、また 5割弱の生産拠点は天津地域、広東地域、上海を中心とする長江デルタ

地域に分散している。トヨタのみではなく、日系サプライヤーは完成車拠点への集積傾向

が強く、中国では華北地域、華南地域、華東地域に集積する傾向が明確になっている。完

成車拠点の生産拡大に従い集積は一層加速し、また各集積拠点の間は長い距離を越えて相

互供給するネットワークが形成している。このように、フラグメンテーションとアグロメ

レーションの同時進行は生産拠点を東アジア域内で分散化しながら、またサプライヤーを

グローバル生産ネットワーク理論で描かれたように核心企業（主に完成車企業）の周囲に

集積させている。 

東アジア自動車産業の生産ネットワークは以下のような特徴を持っている。 

まず、東アジア自動車産業の生産ネットワークは日本自動車企業主導型である。日本自

動車企業は 1960 年代から ASEAN で生産拠点を設置し、現在は ASEAN 自動車市場で主導的な

地位にある。また、2000 年前後より日本自動車企業は中国への現地生産も強化し、中国自

動車市場の 3割のシェアを持ち中国地場系と欧州、米国、韓国系企業の市場シェアを超え

ている。日本自動車企業は日本と ASEAN、中国に跨って生産拠点を設置し、またその各拠

点間を生産ネットワークで繋ぐ役割も担っている。 

次に、東アジア自動車産業の生産ネットワークは重層性の特徴を有している。日本自動

車企業の東アジアでの現地生産は完成車と部品サプライヤーの共同進出が特徴的で、ASEAN

と中国においても日本国内と同様に現地進出している日系自動車企業は日系サプライヤー

との取引関係を維持し、重層的な生産ネットワークの形成を推進している。 

第 3に、東アジア自動車産業の生産ネットワークは域内化を促進している。近年、中国
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と ASEAN 諸国の自動車消費能力の向上とともに、かつての欧米市場への依存体制から一変

して東アジア地域における内販型の完成車生産が増加している。特に、中国で生産された

自動車の輸出率は 6.6％で 93.4%は国内で販売されている。完成車の域内販売台数の増加に

従い、サプライヤーの域内生産も強化され、域内生産による域内販売の体制が一層進み、

さらに域内調達が拡大されている。自動車産業は一段と東アジア地域への集積が進展し、

東アジア自動車産業における生産ネットワークは域内化の方向で深化している。 

 

⑶域内統合における制度構築の含意 

東アジア地域では自動車産業の規模が拡大し、域内生産ネットワークの形成と域内統合

が進展している。その中で、如何に各生産拠点間のサービス・リンク・コストを低減でき

るかが課題になり、その有効な方法が域内統合を進める制度構築である。ところが、自動

車産業における事実上の域内統合が進んでいることとは対照的に、東アジア域内の制度構

築は事実上の統合の進展に大きく遅れ、現在も域内全体をカバーした FTA は構築されてい

ない。特に、日本と中国間 FTA の不在は自動車企業の効率的な域内生産の支障になってい

る。日中 FTA の不在は域内生産拠点間のサービス・リンク・コストを高め、自動車生産の

コストを増加させるとともに、日本から輸出されるべき一部部品の生産を関税などを回避

する目的で中国に移転せざるを得ない状況も生じている。 

ASEANでAICOが積極的に利用されている状況からも分かるように自動車企業は分断化さ

れた各生産拠点と市場を低コストで連結できる域内の制度構築を求めており、またこのよ

うな制度構築の存在は域内の自動車企業の成長を促進し、域内統合を深化させる。特に、

拡大している部品の相互供給関係は FTA 網の統合によって、さらに効率化と最適生産、最

適調達が可能になる。 

東アジア域内で生産ネットワークを整備している完成車企業とサプライヤーにとって、

東アジア地域における制度構築は望ましい方向である。現在のような「スパゲティ・ボウ

ル」化された FTA 締結構造を統合し、域内で原産地規則を統一することによって企業の効

率的な活用につながる制度構築への推進が必要である。東アジア域内における FTA の統合

または域内共同体の実現により、自動車関連製品の関税撤廃が推進されることによって同

じ車種を近隣諸国で重複生産する必要性が薄くなり、販売台数が多い進出先で該当車種を

生産して域内周辺国に輸出する車種ごとの域内最適生産体制を構築して生産効率を上昇さ

せる効果が期待できる。部品の面においても域内で同じ部品工場の重複建設と小規模生産

の問題を改善し、部品の域内相互供給補完体制の構築が可能になる。東アジア自動車産業

の域内統合は重層的な生産ネットワークの深化により促進され、今後域内の制度構築は国

境障壁を撤廃し、域内開発・域内調達・域内生産・域内販売を含めた機能完備型の自動車

産業の「東アジア化」が加速するであろう。 

一方、東アジア地域では制度構築を進める上で解決すべき問題点も内包している。例え

ば、制度構築の実現によりフラグメンテーションとアグロメレーションが加速し、自動車

産業の域内における分散立地が自動車生産に優位を持つ国・地域へ偏り、経営資源の効率

的な域内移転はますます集積を促進して域内の一部後進国から自動車産業を発展させる機

会を奪わかねないこと、また自動車市場が小さい国・地域では自動車関税の撤廃後、外資
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系企業は完成車生産拠点を自動車市場が大きい国・地域の拠点に集約するなど拠点再編を

進めることで一部国・地域では一方的な輸入拡大を強いられること、などが考えられる。

域内の制度構築は自動車生産の効率化を向上する傍ら、一部国・地域の自動車産業にはマ

イナス効果を及ぼす可能性がある。そのため、東アジア地域における制度構築の実現には、

完成車生産に優位を持っていない域内の途上国と後進国への技術支援、自動車裾野産業の

育成、人材育成などの面で協力を行うことで自動車部品産業の成長を促し、東アジア域内

の途上国と後発国も制度構築の利益を受けれるようにすることが重要である。このような

取組による域内諸国の自動車部品産業の成長は、今後の中長期において東アジア自動車産

業の発展にも寄与するものになる。 

    

5.今後の研究課題 

本研究は、さらに深く究明すべき課題が残されている。まず、今後の研究で日本自動車

部品企業の 2次及び 3次以下のサプライヤーを対象に現地調査を行い、東アジア域内での

生産体制を明らかにする必要がある。これまでのサプライヤー･システムの研究では完成車

と 1次サプライヤーの範疇で検証されてきたが、今後は重層的な生産ネットワークを視点

に中小企業レベルの考察を積み重ねる。次に、初期段階にある中国自動車企業の ASEAN 進

出状況と現地生産状況を今後においてもその動向を追跡調査し、その実態をさらに具体的

に解明していきたい。中国自動車企業は東アジア地域でどのようなネットワークを目指し、

またそれを実現するためにどのような戦略を展開しているかを今後も注目して研究を深め

る。このような研究課題は本研究の時間と資金面などの制約で実現できなかったが、今後

の継続研究で段階的に実施し、一層全面的な検証を深めていきたい。 
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